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【要 旨】
本研究は，育児期女性に着眼し，その運動・スポーツ実施状況を把握するとともに，

運動・スポーツ実施を促進させる方略を示すための基礎資料を得ることを目的とした．
対象者は，２０代，３０代の育児期女性４５０名と同年代の非育児期女性４５０名の合計９００名を

調査対象とし，データはアンケート調査により抽出された．主な結果として，「育児期女
性の方が非育児期女性よりも運動・スポーツ実施の状況が良くない」，「育児期女性の方が
非育児期女性よりもストレスが低く，QOL が高い状態である」，「育児期女性において，
運動・スポーツ実施の阻害要因は，就業形態によって左右されない」「育児期女性におい
て，夫や夫以外による育児への協力が十分に得られなければ，運動・スポーツ実施状況は
悪くなり，QOL も低くなる」ということが示唆された．

【キーワード】
育児期女性 阻害要因 運動・スポーツ実施 メンタルヘルス 協力体制

１．はじめに

平成２４年３月に文部科学省が策定した「ス
ポーツ基本計画」の一つに，「ライフステージ
に応じたスポーツ活動の推進」が明文化されて
いる（文部科学省２０１２）．その具体的な政策目
標として，「成人の週１回以上のスポーツ実施
率が３人に２人（６５％程度），週３回以上のス
ポーツ実施率が３人に１人（３０％程度）」とな

ることを目標としており，かつ，「成人のス
ポーツ未実施者（１年間に一度もスポーツをし
ない者）の数がゼロに近づくことを目標とする」
と掲げている．運動・スポーツ実施の現状とし
ては，平成２４年の笹川スポーツ財団の調査結果
によると，週１回以上のスポーツ実施割合は
５９．１％，週３回以上は４０．７％，運動・スポーツ
未実施者の割合は２５．６％という結果となってい
る（笹川スポーツ財団２０１２））．また，文部科学
省が平成２５年に調査した「体力・スポーツに関
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す る 世 論 調 査」で は，４７．５％（週１回 以
上），２４．４％（週３回以上），１９．１％（未実施者）
となっている．性別にみてみると，未実施者の
割合は，女性で２７．０％（笹川スポーツ財団
２０１０），２２．２％（体力・スポーツに関する世論
調査）となっており，いずれも男性より高い割
合となっている．

また，女性の運動に関する研究を見てみる
と，Shaw（１９８５）は，カナダ人において，特
に休日の余暇活動の時間が男性に比べて短いこ
とを示しており，その理由として，Jackson at
al．（１９９５）は，同じくカナダ人において，「仲
間の不足」，「家族の世話による多忙感」，「運動
能力の欠如」，「情報の不足」，「移動手段の欠
如」，「社会的状況が許さない」などを挙げてい
る．また，佐藤（２００４）は，既婚女性のスポー
ツ実施を阻害する要因について検討しており，
スポーツ非実施者の特徴として，仕事，家事，
育児による時間の不足や自分よりも家族を優先
させることで生じる障害が存在するとしてい
る．さらに，宮崎（２００２）は，就学前の子ども
を持つ女性（以下，育児期女性）を対象に調査
した結果，育児期女性特有の運動・スポーツ実
施の阻害要因を「末子年齢（年齢が幼いほど運
動をしていない）」，「一緒に行う仲間・友人が
いないこと」，「体力の自信がないこと」，「運
動・スポーツを行うことに対する家族の理解が
ないこと」，「運動・スポーツを教えてくれる指
導者がいないこと」であると示している．

このように女性の運動実施に着眼した際，育
児の有無によって，男性に比べて運動・スポー
ツ実施に影響を及ぼす可能性が高いことは想像
に難くない．しかし，一般的に調査されている
運動・スポーツ実施の結果では，性別や年代ご
とに報告されていることが多く，育児期と非育
児期との比較調査をした研究も見当たらない．
したがって，これらの詳細な調査を実施するこ
とで，運動・スポーツ未実施者の減少に寄与す
る情報を得ることが出来るのではないだろう
か．

２．目的

本研究では，スポーツ基本計画に明文化され
ている政策目標の達成に寄与するための方略を
検討し提案することを最終目的とし，特徴的な
ライフステージである「育児期女性」に着眼し
た．その運動・スポーツ実施の状況を全国的に
把握するとともに，運動・スポーツ実施を促進
させる方略を示すための調査研究を，アンケー
トによる量的な調査を用いて示唆することを目
的とする．

３．方法

（１）対象者
２０代，３０代の育児期女性４５０名（０才から小

学校就学前までの子を持つ母親）と同年代の非
育児期女性４５０名の合計９００名を調査対象とし
た．さらに各グループ内を正規雇用，非正規雇
用（パート・アルバイト・派遣社員・期間契約
社員），就業なしの３群に分け，それぞれ１５０名
に対して調査を実施した．調査期間は平成２５年
１０月１７～２１日の５日間であった．

（２）調査内容
家族構成や子どもの年齢，就業形態などの個

人的属性に加えて，運動・スポーツ実施状況や
スポーツの阻害要因（佐藤２００４）などの項目，
さらに，スポーツの実施が育児期女性のメンタ
ルヘルスに影響を及ぼすかどうかを調査するた
めに，精神的健康パターン（Mental Health Pat-
tern:MHP）診断検査（橋本ら１９９９）を用いた．
また，父親（夫）や父親（夫）以外の育児への
協力体制についての質問項目を設けた．なお，
アンケート調査はインターネット調査を専門と
する業者に委託して行った．

（３）測定尺度
１）個人的属性

年齢，家族構成，子どもの年齢，就業形態，
居住県から成っている．
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表１．精神的健康パターン診断検査（MHP）

２）過去１年間の運動実施状況
文部科学省の体力・スポーツに関する世論調

査で用いられている６段階の尺度を援用した．
過去１年の運動やスポーツを行った日数を加算
させ，「週に３日以上（年１５１日以上）」，「週に
１～２日（年５１日～１５０日）」，「月に１～３日（年
１２日～５０日）」，「３か 月 に１～２日（年４日～
１１日）」，「年に１～３日」，「運動やスポーツは
しなかった」のうち該当する１つを選択させた．
３）運動行動ステージ

運動行動ステージ尺度は，岡（２０００a，２０００
b）が作成した運動行動の変容段階尺度を用い
ており，「無関心期」，「関心期」，「準備期」，
「実行期」，「維持期」のうち該当する１つを選
択させた．ここでいう定期的な運動とは，「週
３回以上，運動実施時間が１回２０分以上」と定
義した．
４）運動実施の阻害要因

佐藤（２００４）により作成された尺度を援用し
た．本尺度は既婚女性の運動阻害要因を測定す
るために作成され，「時間的要因」，「社会的要
因」，「消極的態度要因」，「条件的要因」，「技術
的・体力的要因」の５因子２０項目から構成され
ている．回答は「あてはまる（１点）」，「どち
らかといえばあてはまる（２点）」，「どちらか
といえばあてはまらない（３点）」，「あてはま
らない（４点）」の４件法であり，合計点の範
囲は，２０点―８０点となっている．
５）メンタルヘルス

橋本ら（２００４）が作成した精神的健康パター
ン診断の尺度を使用した（表１）．本尺度は心
理的ストレス，社会的ストレス，身体的ストレ
ス，QOL について「こだわり」，「注意散漫」，
「対人回避」，「対人緊張」，「疲労」，「睡眠起床
障害」，「生活の満足感」，「生活意欲」の８因子
各５項目（合計４０項目）からなる尺度で測定す
る．回答は「全くそんなことはない（１点）」，
「少しはそうである（２点）」，「かなりそうで
ある（３点）」，「全くそうである（４点）」の４
段階の評定尺度であり，各因子の合計点は，５
点―２０点となっている．ストレス度が高いほど
高得点となる．「こだわり」と「注意散漫」の

合計点が心理的ストレス，「対人回避」と「対
人緊張」が社会的ストレス，「疲労」と「睡眠
障害・起床」が身体的ストレス，「生活の満足
感」と「生活意欲」が QOL 得点を表す．心理
的ストレス，社会的ストレス，身体的ストレス
の合計点がストレス度（Stress Check List :
SCL）得点となる．また，SCL 得点と QOL 得
点によって，「はつらつ型：SCL 得点５７点以
下，QOL 得点２４点以上」，「ゆうゆう型：SCL
得点５７点以下，QOL 得点２３点以下」，「ふうふ
う 型：SCL 得 点５８点 以 上，QOL 得 点２４点 以
上」，「へとへと型：SCL 得点５８点以上，QOL
得点２３点以下」に分類することができる．

６）育児への協力体制
父親（夫）の育児への協力体制を把握するた

めに，「父親（夫）の子育てに対する協力関係
について」の項目を設けた．回答は，「１．十分
に協力が得られている」，「２．やや協力が得られ
ている」，「３．あまり協力が得られていない」，
「４．全く協力が得られていない，または父親は
いない（死別など）」の４件法とした．また，
父親（夫）以外の協力体制についても，「父親
（夫）以外の子育てに対する協力関係について」
の項目を設け，４件法で回答させた．

（４）統計処理
インターネット調査の結果について，運動行
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動ステージおよび運動・スポーツの実施頻度は
育児期と非育児期の別に集計しカイ二乗検定を
行い，さらに調整済みの残差得点を算出した．

運動の阻害要因については，因子分析法（最
尤法，プロマックス回転）を用いて因子の抽出
を行った．その後，因子ごとの平均得点を算出
し，就業形態別に一元配置の分散分析を用いて
比較した．

メンタルヘルスは育児期と非育児期における
因子ごとの平均値を対応のない t 検定を用いて
比較した．また回答結果から４つのパターンに
分類し，育児期と非育児期の別に各パターンの
比率を求めた．

なお，統計解析ソフトは IBM SPSS Statis-
tics２１を使用し，有意水準は５％未満とした．

４．結果及び考察

（１）運動・スポーツの実施状況
運動・スポーツ実施頻度において，週１～２

回実施すると回答した人は育児期女性において
５８名（１２．９％）で あ り，非 育 児 期 女 性（８２
名，１８．２％）よりも有意に少なかった．一方，
年１～３回と回答した人は育児期女性において
６３名（１４．０％）であり，非育児期女性よりも有
意に多かった（表２）．また，運動行動ステー
ジに関しては，非育児期女性において定期的に
運動を実施している維持期の割合は１０．９％，定
期的ではないものの運動を実施している準備期

の割合は２４．７％であり，いずれも育児期女性よ
りも有意に大きかった．一方，育児期女性は運
動実施意図はあるものの，実行に至っていない
関心期の割合が４２．０％で有意に大きかった（表
３）．これらの結果から，育児期女性の運動実
施状況は非育児期女性よりも良くないことが明
らかとなった．特に，運動行動ステージを見て
みると，無関心期と関心期を合わせた割合
は，７６％にも及んでいることは特筆すべきこと
である．つまり，育児期女性の４人に３人は実
際に運動・スポーツが出来ていない計算にな
る．厚生労働省の平成２４年国民健康・栄養調査
報告をみると，運動習慣が無い女性の全体平均
が６４．４％に対して，２０代，３０代の女性は，８４．８
％，８３．８％と非常に高い値となっている．本研
究結果に鑑みると，特にこの年代へのアプロー
チは，育児期と非育児期とに分けて行う必要が
あることが示唆された．また，保育園に子を預
ける母親への調査を実施した大槻ら（２００８）の
研究によると，「規則的に自分なりの運動をし
ている」と答えた者の割合が，１６．４％と低いこ
とを指摘しているが，本研究結果では，育児期
女性の実行期と維持期を合わせて７．５％と，よ
り低い結果となった．

（２）メンタルヘルスの特徴
精神的健康パターン診断の結果，「こだわ

り」，「注意散漫」，「対人回避」，「対人緊張」は
非育児期のストレス度が有意に高く，「生活の

週３以上（割合） 週１～２（割合） 月１～３（割合） ３ヶ月１～２（割合） 年１～３（割合） しなかった（割合）

育児期 ３２（７．１） ５８（１２．９）＊↓ ６８（１５．１） ４２（９．３） ６３（１４．０）＊↑ １８７（４１．６）

非育児期 ４５（１０．０） ８２（１８．２）＊↑ ７８（１７．３） ４０（８．９） ４４（９．８）＊↓ １６１（３５．８）

ｎ（％） ＊＊ｐ＜０．０１ ， ＊ｐ＜０．０５

無関心期（割合） 関心期（割合） 準備期（割合） 実行期（割合） 維持期（割合）

育児期 １５３（３４．０） １８９（４２．０）＊＊↑ ７４（１６．４）＊＊↓ １４（３．１） ２０（４．４）＊＊↓

非育児期 １４０（３１．１） １２８（２８．４）＊＊↓ １１１（２４．７）＊＊↑ ２２（４．９） ４９（１０．９）＊＊↑

ｎ（％） ＊＊ｐ＜０．０１ ， ＊ｐ＜０．０５

表２．運動・スポーツ実施頻度別の人数と割合

表３．運動行動ステージ別の人数と割合
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満足感」は育児期女性のストレス度が高かった．
非育児期女性において，心理的ストレスを示す
「こだわり」と「注意散漫」の合計２０．９はポイ
ントであり，これは育児期女性の１９．７ポイント
よりも有意に高い結果であった．同様に社会的
ストレスを示す「対人回避」と「対人緊張」の
合計は非育児期女性において２０．２ポイントであ
り，これも育児期女性の１８．９ポイントに比して
高い結果であった．これに対し育児期女性は
「生活の満足感」と「生活意欲」の合計で示さ
れる QOL 得点が２１．７ポイントで，非育児期女

性の２０．１ポイントよりも高い結果を示した（表
４）．以上の結果から育児期女性は心理的・社
会的ストレスが非育児期女性よりも低く，
QOL が良好であることが明らかとなった．

SCL 得点と QOL 得点から判断される４つの
パターンの分類結果を図１に示す．育児期と非
育児期の各パターンの割合を見てみると，特に
「へとへと型」に違い（育児期３５．６％，非育児
期４４．２％）が見られた．

渡壁ら（２０００）の研究によると，中高生を対
象とした運動・スポーツ参加別の MHP を調査

項目 育児期 非育児期

ｎ＝４５０ ｎ＝４５０ ｔ値 TTest

Ｍ SD Ｍ SD

こ だ わ り ９．８ ３．４ １０．５ ３．５ －３．０６０ ｐ＜．０１

注 意 散 漫 ９．９ ３．４ １０．４ ３．５ －２．２３７ ｐ＜．０５

対 人 回 避 ９．５ ３．７ １０．３ ３．９ －３．２８７ ｐ＜．０１

対 人 緊 張 ９．４ ３．７ ９．９ ３．６ －１．９２７ ｐ＜．０５

疲 労 １０．９ ３．８ １０．９ ４．１ ０．１０１ n.s.

睡眠起床障害 １０．６ ３．９ １０．８ ３．９ －０．７１９ n.s.

生活の満足感 １１．５ ３．４ １０．２ ３．６ ５．６００ ｐ＜．０１

生 活 意 欲 １０．３ ３．４ ９．９ ３．４ １．４５６ n.s.

心理的ストレス １９．７ ６．４ ２０．９ ６．５ －２．８１７ ｐ＜．０１

社会的ストレス １８．９ ６．９ ２０．２ ７．０ －２．７７８ ｐ＜．０１

身体的ストレス ２１．５ ７．２ ２１．７ ７．６ －０．３２４ n.s.

ＳＣＬ尺度得点 ６０．１ １８．６ ６２．７ １９．３ －２．１１０ ｐ＜．０５

ＱＯＬ尺度得点 ２１．７ ６．２ ２０．１ ６．５ ３．８６９ ｐ＜．０１

表４．ＭＨＰ得点（項目別）

図１．育児期と非育児期のＭＨＰの割合
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しており，「スポーツ競技型」にはつらつ型が
多く，「運動不足型」，「非運動型」にへとへと
型が多いことが明らかとなっている．本研究で
は，育児期は運動状況が比較的良くないにもか
かわらず，MHP の結果は，比較的良好な結果
となった．つまり，運動状況が良いとメンタル
ヘルスも良い状態であるという先行研究と逆の
結果となった．これは，対象年齢の違いによる
ものとも考えられるが，「育児期におけるメン
タルヘルスには，運動とは異なる要素が大きく
関係している」ということも考えられる．今後，
育児期に運動行動を推進する際は，この点も含

めて考えていく必要がある．

（３）運動の阻害要因
運動の阻害要因を測定する２０項目の回答に対

して最尤法とプロマックス回転を用いた因子分
析を行った結果，因子負荷量が０．４０未満の２項
目を除いた１８項目が採用され，４因子が抽出さ
れた．それぞれの因子における質問項目の内的
整合性を検討するためにクロンバックの α係
数を求めたところ，０．７４６～０．８９１となり内的整
合性が認められた（表５）．

第１因子は「スポーツ・運動が嫌い」や「ス

因子解釈と構成項目
因子負荷量

Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４
第１因子：興味・関心・効力感（α＝．８９１）

１５スポーツ・運動が嫌い ．９６０ －．０９５ ．０２４ ．００２
１８スポーツ・運動に興味が持てない ．９０３ －．１３０ ．００３ ．０５２
１７スポーツ・運動するのが下手である ．８３４ ．０７６ ．０１９ －．０４６
１６体力がない ．７３９ ．１２４ ．０４５ －．０５８
１９スポーツ・運動以外の活動に興味を持っている ．４６４ ．１３９ －．１１４ ．０２０

第２因子：外的条件（α＝．８４７）
４スポーツ・運動に関する情報が不足している ．０５５ ．８０９ ．００３ ．０００
３近くに適当な施設がない －．０２９ ．７８４ ．００３ －．０１６
２一緒にする仲間がいない ．０３４ ．７５３ ．０１９ －．０４６
１指導者がいない ．０１４ ．６８６ －．０５９ ．０６３
５費用がかかる －．０３９ ．５６６ ．０９３ ．０１４

第３因子：家事・育児（α＝．８６４）
６育児が忙しくて時間がない －．００４ －．０６７ ．９９２ －．０８６
７子どもことが気になる －．０１６ ．００８ ．９８６ －．０７９
８家事が忙しくて時間がない ．０３３ ．１２０ ．５１３ ．１７９
９家族の都合により自分の思うようにスケジュールが組めない ．０２７ ．１１１ ．４６０ ．２８２

第４因子：人間関係（α＝．７４６）
１０親に気兼ねする（夫の親も含む） －．００６ －．０３８ ．０７６ ．７２０
１２夫に気兼ねする －．０４５ －．０７４ ．１４０ ．６８４
１１社会教育活動や地域活動が忙しくて時間が組めない ．０２５ ．０１３ －．０５９ ．６１５
１４世間の目が気になる ．０７５ ．０６８ －．１８０ ．５８４

因子間の相関
Ｆ１興味・関心・効力感 － ．４０７ －．０８７ ．２６６
Ｆ２外的条件 － ．１７７ ．５５９
Ｆ３家事・育児 － ．３５４
Ｆ４人間関係 －

† 因子負荷が0.40未満の項目や複数の因子に負荷量を示した項目は除外している

表５．運動における阻害項目の因子分析結果
（最尤法；Promax 回転）
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ポーツ・運動するのが下手である」など運動に
対する好嫌度や自信に関する項目で構成されて
いるため「興味・関心・効力感」因子と命名し
た．

第２因子は「近くに適当な施設がない」や「一
緒にする仲間がいない」など運動をするための
環境条件に関する項目によって構成されている
ため「外的条件」因子と命名した．

第３因子は「育児が忙しくて時間がない」や
「家事が忙しくて時間がない」など子どもの世
話や家庭での仕事に関する項目によって構成さ
れているため「家事・育児」因子と命名した．

第４因子は「夫に気兼ねする」や「世間の目
が気になる」など周囲にいる人との関係性に関
わる項目で構成されているため「人間関係」因
子と命名した．

因子ごとに平均得点を算出し，就業形態別に
比較した結果，いずれの因子においても就業形
態による得点の違いは認められなかった．この
ことから育児期女性において仕事の有無，就業
形態は運動の阻害要因に対して影響を及ぼさな
い事が明らかとなった（表６）．

佐藤（２００４）は，既婚女性を対象に職業形態
（フルタイム，パートタイム，専業主婦）によ
る阻害要因の違いを調査しており，その結果，
職業形態による違いはないと報告している．本
研究においても先行研究を支持する結果となっ
た．

（４）育児への協力体制
夫や夫以外の育児への協力体制が，育児期女

性の運動実施にどのような影響を及ぼすかを明

らかにするため，「夫の協力体制」と「夫以外
の協力体制」を調査した．分析の方法として，
夫も夫以外も「十分に協力が得られている」，
「やや協力が得られている」と回答した者を「夫
and 夫以外共に協力あり」とし，夫と夫以外の
どちらか一方が「十分に協力が得られている」，
「やや協力が得られている」と回答した者を「夫
or 夫以外協力あり」とし，どちらとも「あま
り協力が得られていない」，「全く協力が得られ
ていない」と回答した者を「夫 and 夫以外共
に協力なし」とし，３群に分けた．協力体制別
の分析は，「運動・スポーツ実施頻度」，「運動
行動ステージ」，「MHP 得点」とした．

育児への協力体制別運動・スポーツ実施頻度
についての結果を表７に示す．分析の結果，運
動・スポーツをしなかった割合が，「夫 and 夫
以外共に協力あり」に少なく（３６．１％），「夫 and
夫以外共に協力なし」に多い（５６．９％）結果と
なった．

次に，育児への協力体制別運動行動ステージ
についての結果を表８に示す．分析の結果，運
動行動ステージの無関心期の割合が，他の２群
と比べて，「夫 and 夫以外共に協力なし」に多
い（４３．１％）結果となった．

育児への協力体制別 MHP 得点（項目別）と
MHP 割合をそれぞれ表９と図２に示す．MHP
得点の分析の結果，「生活の満足感」と「生活
意欲」，「QOL 尺度得点」では，「夫 and 夫以外
共に協力あり」が「夫 or 夫以外協力あり」と
「夫 and 夫以外共に協力なし」よりも有意に
高い得点となった．さらに，MHP の割合につ
いては，「夫 and 夫以外共に協力あり」におい

育児期 正規 非正規 仕事なし

項 目 ｎ＝３６０ ｎ＝１１５ ｎ＝１２２ ｎ＝１２３ Ｆ値 有意差

Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ

F１ 興味・関心・効力感 １３．５ ４．３ １３．７ ４．１ １４．０ ４．５ １２．８ ４．４ ２．７６９ n.s.

F２ 外的条件 １１．９ ４．２ １２．４ ４．０ １１．７ ４．４ １１．７ ４．２ １．０１１ n.s.

F３ 家事・育児 ６．５ ２．７ ６．４ ２．５ ６．５ ２．９ ６．６ ２．６ ０．２８６ n.s.

F４ 人間関係 １２．５ ３．０ １２．３ ２．９ １２．３ ３．１ １２．８ ２．９ １．０６３ n.s.

表６．育児期女性における就業形態別の阻害要因得点の比較
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週３以上（割合） 週１～２（割合） 月１～３（割合） ３ヶ月１～２（割合） 年１～３（割合） しなかった（割合）

１． 夫 and
夫以外共に
協力あり

２０（７．８） ２８（１１．０） ４５（１７．６） ２９（１１．４） ４１（１６．１） ９２（３６．１）＊↓

２．夫 or 夫
以外協力あ
り

９（７．３） ２０（１６．３） １３（１０．６） １２（９．８） １５（１２．２） ５４（４３．９）

３． 夫 and
夫以外共に
協力なし

３（４．２） １０（１３．９） １０（１３．９） １（１．４）＊↓ ７（９．７） ４１（５６．９）＊↑

ｎ（％） ＊＊ｐ＜０．０１ ，＊ｐ＜０．０５

無関心期（割合） 関心期（割合） 準備期（割合） 実行期（割合） 維持期（割合）

１．夫and夫以外共に協力あり ８４（３２．９） １０７（４２．０） ４６（１８．０） ６（２．４） １２（４．７）

２．夫 or 夫以外協力あり ３８（３０．９） ５５（４４．７） １７（１３．８） ７（５．７） ６（４．９）

３．夫and夫以外共に協力なし ３１（４３．１）＊↑ ２７（３７．５） １１（１５．３） １（１．４） ２（２．８）

ｎ（％） ＊＊ｐ＜０．０１ ，＊ｐ＜０．０５

１．夫 and 夫以外
共に協力あり

２．夫 or 夫以外
協力あり

３．夫 and 夫以外
共に協力なし

項 目 ｎ＝２５５ ｎ＝１２３ ｎ＝７２ Ｆ値 多重比較

Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ

こ だ わ り ９．７ ３．３ ９．７ ３．３ １０．０ ３．６ ．１７５ n.s.

注 意 散 漫 ９．８ ３．４ １０．１ ３．３ １０．０ ３．７ ．２７０ n.s.

対 人 回 避 ９．３ ３．５ ９．６ ３．６ １０．０ ４．２ ．８９５ n.s.

対 人 緊 張 ９．３ ３．６ ９．３ ３．４ １０．１ ４．３ １．６８７ n.s.

疲 労 １０．８ ３．８ １１．３ ３．９ １０．８ ３．７ ．７６８ n.s.

睡 眠 起 床 障 害 １０．４ ３．９ １１．０ ３．８ １０．３ ３．９ １．０８５ n.s.

生 活 の 満 足 感 １１．９ ３．３ １０．９ ３．３ １０．８ ３．６ ５．７４５ １＞２，３

生 活 意 欲 １０．６ ３．３ ９．８ ３．２ ９．９ ３．７ ２．８７４ １＞２，３

心理的ストレス １９．５ ６．４ １９．７ ６．１ １９．９ ７．０ ．１２１ n.s.

社会的ストレス １８．６ ６．８ １８．８ ６．５ ２０．１ ８．１ １．３２６ n.s.

身体的ストレス ２１．２ ７．３ ２２．３ ７．２ ２１．１ ７．０ １．０４２ n.s.

ＳＣＬ尺度得点 ５９．４ １８．８ ６０．８ １７．５ ６１．２ ２０．０ ．４１８ n.s.

ＱＯＬ尺度得点 ２２．５ ６．１ ２０．７ ６．０ ２０．７ ６．７ ４．９５９ １＞２，３

表７．育児期女性の協力体制別運動・スポーツ実施頻度

表８．育児期女性の協力体制別運動行動ステージ

表９．育児への協力体制別MHP得点（項目別）
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て，他の２群よりも，「はつらつ型」のパター
ンが有意に多い（２２．７％）結果となった．

育児への協力体制による違いをまとめると，
夫や夫以外の育児への協力が得られない場合，
①運動・スポーツを実施しない割合が高くな
り，②運動行動ステージでは，無関心期が多く
なり，③生活の満足感や生活意欲などの QOL
が低くなり，④「はつらつ型」の割合が低くな
るという結果となった．佐藤（２００４）は，育児
期女性の運動非実施者の特徴として，家族の都
合を優先することを挙げている．しかし，自身
の運動実施のために，家族よりも自分の都合を
優先させるのは，現実問題として容易ではな
い．これらの課題をクリアする方策の一つとし
て，本研究の結果からも示されるように，夫や
夫以外の協力体制を整えることが必要である．
また，宮崎（２００２）は，育児期女性の運動阻害
要因の一つとして，「運動・スポーツを行うこ
とに対する家族の理解がないこと」を挙げてい
ることからも，家事や育児を手伝い時間的な余
裕を創出するだけでなく，運動への理解など，
育児期女性の心情を理解し，心理的な余裕を創
出する協力体制も必要であると考えられる．

５．まとめ

本研究では，運動・スポーツ実施の向上に寄
与するべく，これまでの運動・スポーツ実施の

調査研究ではなされていない，育児期女性に層
化して勤務状況や家庭環境別のスポーツ実施率
などの詳細な調査を行った．

調査の結果，仮説通り育児期女性の運動・ス
ポーツ実施状況は非育児期と比べて悪い状況で
あった．しかし，運動欲求という面において
は，育児期だからこそプラスに作用する場合が
あることが示唆された．また，メンタルヘルス
については，育児期は非育児期と比べて良い傾
向にあることが確認され，育児期女性のメンタ
ルヘルスには運動はあまり影響を及ぼさないこ
とが示唆された．さらに，育児期女性におい
て，運動・スポーツ実施の阻害要因は，就業形
態によって左右されないことが示され，先行研
究と同様の結果となった．また，育児への協力
体制別の結果から，夫や夫以外による育児への
協力が十分に得られなければ，運動・スポーツ
実施状況は悪くなり，QOL も低くなることが
示唆された．

付記

本研究は２０１３年度笹川スポーツ研究助成（研究代表者：
中山正剛）を受けて実施されたものである．また，本
論文は，SSF スポーツ政策研究，第３巻１号 pp．５４－
６２に掲載された論文にさらなる分析を加えたものであ
る．

図２．育児への協力体制別MHPの割合
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